
住宅環境改善支援事業補助金交付要綱 

 

制定 令和元年６月１４日 平３１基地対策第１８号 

改正 令和２年３月１６日 平３１基地対策第５８号 

改正 令和２年10月３０日 令２基地対策第５４号 

改正 令和４年３月２９日 令３基地対策第６６号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、再編関連特別地域整備事業交付要綱（平成２７年４月１０日付け防衛

省訓令第２１号）に基づき、住宅環境改善支援事業に係る補助金（以下「補助金」という。）

の交付について、山口県補助金等交付規則（平成１８年山口県規則第１３８号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、米軍岩国基地への空母艦載機の移駐による影響が懸念される地域に

おいて、住宅の新築又は改修工事を行う住民に対して助成を行うことにより、住宅の環境

を改善し、定住の促進を図ることを目的とする。 

 

（補助対象住宅） 

第３条 補助金の交付の対象となる住宅（以下、「補助対象住宅」という。）は、次の各号に

掲げる要件のいずれにも該当するものとする。 

（１）岩国市、周防大島町及び和木町において、知事が別に定める補助対象区域に所在す

る住宅であること。 

 （２）補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）が自ら居住する住宅で

あること。 

（３）申請者又は申請者の配偶者若しくは２親等以内の同居親族が所有する住宅であるこ

と。ただし、マンション等の集合住宅については自己の占有部分、店舗等との併用住宅

については現に自己の居住の用に供している部分とする。 

２ 岩国市、周防大島町及び和木町が実施する空き家バンク制度を利用して、申請者又は申

請者の配偶者若しくは２親等以内の同居親族が貸付けを受けている住宅を補助対象住宅に

しようとするときは、前項第３号本文の規定は適用しない。 

３ 第一項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助対象住宅とし

ない。 

 （１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第６号に規定する暴力団員が補助対象住宅に居住している場合 

 （２）その他知事が補助対象住宅とすることを不適当と認める場合 

  

（申請者） 

第４条 申請者は、次の各号のいずれにも該当する者でなければならない。 

（１）補助対象住宅が所在する市又は町（以下「所在市町」という。）の住民基本台帳に記

録されている者。ただし、補助対象住宅が新築で、所在市町外から転入する場合は、補

助金の交付を受けようとする年度の末日までに所在市町の住民基本台帳に登録を予定

している者。 

（２）県税及び市町税のうち個人住民税について滞納がない者 

 



 

（補助対象工事） 

第５条 補助金の交付の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、住宅の新築又

は改修を目的とし、住宅の環境改善に資するものとして、住宅に居住する者の人数に応じ

て、別表第１に定める工事とし、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する工事とする。 

（１）県内の市町に、本店、支店又は営業所を有する施工業者（以下「施工業者」という。）

を利用して施行する工事であること。 

（２）所在市町で実施している他の助成等（助成金、補助金などの金銭給付の一切をいう。）

を受けていない又は受ける予定のない工事であること。 

 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象工事に要する経費（消費税を含む。）の金額又は別表第２に

定める金額のいずれか低い額とし、３０万円を限度とする。この場合において、補助金の

額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 補助金の交付は、同一住宅及び同一人に対し、１回限りとするが、交付を受けた補助金

の額が３０万円に満たない場合であって、かつ、別表第１に定める補助対象工事箇所数の

上限に満たない場合は、この限りでない。 

 

（交付申請） 

第７条 規則第３条第１項の申請書は、別記第１号様式によらなければならない。 

 

（補助対象工事の着手） 

第８条 申請者は、規則第５条の規定による交付の決定の通知を受けた後でなければ、補助

対象工事に着手してはならない。 

 

（事業内容の変更等の申請） 

第９条 規則第８条第１項の申請書は、別記第２号様式によらなければならない。 

 

（実績報告） 

第 10条 規則第 11条の実績報告書は、別記第３号様式によらなければならない。 

２ 前項の実績報告書は、補助対象工事が完了した日から起算して２０日を経過した日又は

当該年度の３月３１日のいずれか早い期日までに提出しなければならない。 

 

（交付請求） 

第 11条 規則第 12条の規定により補助金の額の確定の通知を受けた申請者は、住宅環境改

善支援事業補助金支払請求書（別記第４号様式）を知事に提出するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第 12条 知事は、前条の補助金支払請求書の提出があったときは、速やかに補助金を交付す

るものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第 13条 知事は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 



（１）補助金を他の用途へ使用したとき。 

（２）補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（３）この要綱又はこの要綱の規定に基づく処分に違反したとき。 

（４）偽りその他不正の手段により、補助金の交付を受け、又は受けようとしたと認めら

れるとき。 

（５）その他知事が適当でないと認めるとき。 

 

（財産処分の制限） 

第 14条 申請者は、補助金により取得し、又は効用の増加した財産を、補助金の交付の目的

に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとするときは、あらか

じめ、住宅環境改善支援事業補助金財産処分承認申請書（別記第５号様式）を知事に提出

し、その承認を受けなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、申請者は、次に掲げる場合には、同項の承認を受けることを

要しない。 

（１）申請者が補助金の全部に相当する金額を県に納付した場合 

（２）当該財産の耐用年数(防衛施設周辺対策事業補助金等交付規則（平成１９年防衛施

設庁告示第９号）第９条で定める耐用年数をいう。)の期間(知事が別に期間を定めた

ときは、その期間)を経過した場合 

（３）その他知事がその必要がないと認める場合 

 

（調査） 

第 15条 知事は、必要があると認めるときは、補助対象工事について、申請者に対し実地に

調査をすることができる。 

 

（その他） 

第 16 条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、別に定め

る。 

 

附 則（令和元年６月１４日） 

１ この要綱は、令和元年６月１４日から施行する。 

２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき

交付を決定された補助金については、第１１条から第１４条までの規定は、同日以降もな

おその効力を有する。 

 

附 則（令和２年３月１６日） 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和２年１０月３０日） 

 この要綱は、令和２年１１月１日から施行する。 

 

附 則（令和４年３月２９日） 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 



別表第１（第５条関係） 

補助対象工事 

補助対象工事箇所・台数（上限） 

居住人数１人 

の住宅 

居住人数２人 

の住宅 

居住人数３人 

の住宅 

居住人数４人 

以上の住宅 

１室まで ２室まで ３室まで ４室まで 

サッシ設置 ２箇所まで ４箇所まで ６箇所まで ８箇所まで 

エアコン設置 １台まで ２台まで ２台まで ２台まで 

注１）サッシ設置は、新築住宅に対する断熱能力を有するサッシの設置のほか、既存の断熱

能力を有しないサッシを、断熱能力を有するサッシへと交換する場合（既存の断熱能力

を有しないサッシに、断熱能力を有するサッシを重ねて設置する場合を含む。）を対象と

する。 

注２）既存のサッシが断熱能力を有している場合は、原則として設置後１０年以上が経過し、

機能が低下している場合において対象とする。 

注３）エアコン設置は、新規設置のほか、既存エアコンの交換設置の場合は、原則としてエ

アコン設置後６年以上が経過し、機能が低下している場合において対象とする。 

注４）サッシ及びエアコンのいずれも設置工事を伴わない場合は対象外とする。 

注５）断熱能力を有するサッシとは、JIS規格における複層ガラスを使用したサッシ(同等以

上の性能を有するサッシを含む。)とする。 

注６）第３条第２項の規定が適用される場合は、サッシ設置は対象外とする。 

 

別表第２（第６条関係） 

（１）サッシ設置（交換：既存住宅のサッシ交換の場合） 

補助対象工事 規格 １箇所当たり補助金額（上限） 

サッシ設置 

（交換） 

サッシ面積 0.9㎡未満 ２７，０００円／箇所 

サッシ面積 0.9㎡以上 1.6㎡未満 ４４，０００円／箇所 

サッシ面積 1.6㎡以上 3.0㎡未満 ６４，０００円／箇所 

サッシ面積 3.0㎡以上 ９９，０００円／箇所 

 

（２）サッシ設置（新設：住宅新築の場合） 

補助対象工事 規格 １箇所当たり補助金額（上限） 

サッシ設置 

（新設） 

サッシ面積 0.9㎡未満 １０，０００円／箇所 

サッシ面積 0.9㎡以上 1.6㎡未満 ２０，０００円／箇所 

サッシ面積 1.6㎡以上 3.0㎡未満 ３０，０００円／箇所 

サッシ面積 3.0㎡以上 ５０，０００円／箇所 

 

（３）エアコン設置（新設及び交換） 

補助対象工事 居室の広さ 規格 
１台当たり 

補助金額（上限） 

エアコン設置 

６畳以下 冷房能力 2.2kw ４１，０００円／台 

８畳以下 冷房能力 2.5kw ５０，０００円／台 

１０畳以下 冷房能力 2.8kw ５５，０００円／台 

１０畳を超える 冷房能力 3.6kw以上 ６３，０００円／台 

注）エアコン設置は、設置する居室の広さに応じたエアコンの規格を限度とし、規格に応じ

た補助金額を限度とする。    


